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１．はじめに 

Yuuta TAKIGUCHI, Masatake MURAHASHI 

 東大阪地域の工業集積地域においては、戦後市

街地がスプロール的に形成されたため、密集市街

地や、用途の混在といった都市問題が生じてきた。

こうした都市問題は、狭小敷地や、住工間の軋轢

を生じさせることで、工場立地ポテンシャルの低

下に拍車をかけている。そこで、本研究では土地

利用を中心に、ものづくり産業の立地環境の実態

を明らかにし、立地環境整備のための課題を検討

することを目的とする。 
 まず、研究対象地域である大阪市生野区、平野

区、東大阪市及び八尾市からなる東大阪地域にお

いて、街区レベルでの工場敷地と住宅敷地に係る

土地利用の変化を把握する。次に、土地利用の変

化要因を、工場の立地と消滅という工場の用途更

新から把握する。そして、ものづくり産業を強化

する視点に立った土地利用の規制誘導方策の課題

について検討する。 
２．分析対象地域の抽出とその概要 
 東大阪地域は他地域と同様、様々な特性を有し

た地区を内包している。そこで、本研究の目的で

あるものづくり産業の立地環境整備方策を検討す

るため、特に工業集積がみられる地域を抽出する。

具体的には、工業集積状況を表１の指標に基づいて

町丁目レベルで把握する。はじめに、一定の工業機

能が存在する「工業集積地域」を抽出し、次いで、

工業集積地域の中から近年居住地としての性格も示

している地域を「住工混在地域」とし、更に工業集

積地域の中でも特に工業機能に特化した地域を「工

業特化地域」として抽出する。抽出の結果、住工混

在地域は生野区巽、平野区加美北、八尾市竹渕を

中心とした地域に集中しており、市区界を超えて

連続的な分布が見られた。また、分布は概ね鉄道

の沿線であり、通勤の利便性と関係している。工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業特化地域は、主に八尾市太田新町に集中してい

る。周囲には高速道路網が整備されており、物流

に適した地域であることや、八尾空港の周辺にあ

り騒音の影響が大きいことなどから、今日まで工

業系の土地利用に純化した状況が維持されてきた

とみられる。 

３．街区レベルの土地利用変化の把握 

 街区レベルの土地利用状況把握のために、１９

７４年、１９８６年、１９９２年、２００４年前

後の４時点の住宅地図から、表２に示す指標を利

用して、街区ごとの土地利用状況を数値化した。

そして、各街区を２００４年における分析対象地

域全体の棟数密度と工場率の平均値を基準にして、

４タイプに分類した。表３～６は各タイプの分類

別にみた１９７４年及び２００４年前後の土地利

用状況を示したものである。表３～６より、土地

利用は高密度街区以外では、裏敷地の増加により

棟数密度が上昇している。また、分類ごとに程度

の差はあるものの、工場率の低下が見られる。こ

の差が顕著なのは低密度・高工場率街区である。

このタイプでは変化が少なく、比較的工業系土地

利用が維持されていると考えられる。また、高密

度・低工場率街区以外では、住宅数が継続して増 

指標名 

表１ 分析対象地域の設定指標 

指標の意味 

工業系土地

利用特化度 
各町丁目における工場敷地の割合で

あり、生産施設の分布状況を示す。

工場数密度 工場の立地状況を示す。 

従業者密度 工業集積の雇用力を示す。 

製造品出荷

額等密度 
工業集積の生産能力を示す。 

住居系土地

利用特化度 
各町丁目における工場敷地の割合で

あり、生産施設の分布状況を示す。

人口密度 居住者の存在状況を示す。 

人口密度との、人口の空間的な分布

の差を表現する。 
世帯数密度 
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加しており、今後はこれによって棟数密度が更に

上昇する可能性がある。土地利用は、全般的に多

くの街区において高密度で低工場率な状態へ移行

しつつある。中でも表４のように、密度も低下す

る傾向をみせる街区では、今後工場はおろか住宅

すらも減少し、街区全体に低未利用地が拡大する

可能性もある。 

４．土地利用変化の要因の分析 

 土地利用変化が何によって生じているのかを工

場の用途更新状況から分析する。４時点間の工場

の立地と消滅の状況を住宅地図上で調べることに

より用途更新の実態を把握した。その際、敷地の

細分化、複合化についても調査している。その結

果、棟数密度上昇は、低未利用地からの工場の立

地と、工場の細分化が要因の一つであることが明

らかになった。また、工場率の低下は、工場が消

滅して跡地が生まれた後、再度工場に利用される

割合が落ち込んでいることによるとみられる。一

方、全般的に住宅系へ用途更新される割合が大き

く、工場跡地への住宅の進出が明らかになった。 
５．ものづくり産業の立地環境整備方策の検討 

 以上より、ものづくり産業の立地環境整備の課

題として、工場跡地への住居系を中心とする他の

用途の進出が挙げられる。今後、比較的工業系土

地利用に純化している街区においても、その傾向

が顕著になる可能性がある。しかし、現在の東大

阪地域の用途地域は、準工業地域が大半を占めて

おり、他の用途の進出を規制することはできない。

したがって、更にミクロレベルな土地利用の規制

誘導を検討する必要がある。規制誘導を実現する

には、用途地域の補完機能として、まず、条例に

基づいて地区ごとに特性を分類し、それに応じた

開発基準の義務付けを図ることである。また、特

別用途地区制度等の手法を活用し、工業系土地利

用の環境を維持すると共に、工業系機能立地を誘

導する土地利用方策を検討することである。 
６．おわりに 
 本研究では、土地利用の変化とその要因を把握

し、それより得られた整備課題に基づいて、用途

地域を補完する方策について検討した。今後は、

分析対象地域を拡大し、より詳細な実態調査、及

び分析を行う必要がある。 
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表２ 土地利用状況の分析指標 

指標名 指標の意味及び算出式 

街区内の建物の建て詰まり具合を示す。 
（建物数）÷（街区面積） 

工場率 全建物に占める工場の割合 
（工場数）÷（建物数） 

住宅率 

裏工場率 

裏住宅率 

全建物に占める住宅の割合 
（住宅数）÷（建物数） 

建物の内、街区構成道路に接しないものの割合

（裏敷地数）÷（建物数） 
裏敷地率 

工場の内、街区構成道路に接しないものの割合

（裏工場数）÷（工場数） 

住宅の内、街区構成道路に接しないものの割合

（裏住宅数）÷（住宅数） 

表３ 高密度・高工場率街区（対象１１２街区）の土地利用変化

表４ 高密度・低工場率街区（対象２１８街区）の土地利用変化

表５ 低密度・高工場率街区（対象２４４街区）の土地利用変化

表６ 低密度・低工場率街区（対象１４９街区）の土地利用変化

分析年次 

1974年前後 

2004年前後 

棟数密度

(軒／ha) 
工場率

(％) 
住宅率

(％)
裏敷地率

(％) 
裏工場率

(％) 
裏住宅率

(％)

52.57 

51.38 

49.80 

42.74 

35.76

43.14

32.42 

30.36 

32.35

30.57

40.71

35.47

分析年次 

1974年前後 

2004年前後 

棟数密度

(軒／ha) 
工場率

(％) 
住宅率

(％)
裏敷地率

(％) 
裏工場率

(％) 
裏住宅率

(％)

79.72 

68.34 

11.73 

12.05 

75.65

74.96

36.82 

37.91 

24.59

24.30

43.20

44.38

分析年次 

1974年前後 

2004年前後 

棟数密度

(軒／ha) 
工場率

(％) 
住宅率

(％)
裏敷地率

(％) 
裏工場率

(％)
裏住宅率

(％)

11.67 

20.83 

63.76 

52.54 

19.54 

31.80 

32.06 

37.35 

32.14

34.68

45.32

51.61

分析年次 

1974年前後 

2004年前後 

棟数密度

(軒／ha) 
工場率

(％) 
住宅率

(％)
裏敷地率

(％) 
裏工場率

(％)
裏住宅率

(％)

11.38 

24.93 

14.72 

16.29 

58.78 

66.08 

34.81 

45.74 

23.12

27.05

50.34

58.83
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